
まちなかオープンスペースの認定における暴力団排除措置要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、まちなかオープンスペースに係る認定において、宮崎市暴力団排除条例（平

成２３年条例第４７号）第６条第３号の規定に基づく措置を講ずるため、宮崎市が暴力団排除

措置を講ずるための連携に関する協定書（平成２４年１月２５日締結。以下「協定書」という。）

第３条第１項の規定に基づき、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱における用語の意義は、次に定めるところによる。

（１） まちなかオープンスペース 容積率等緩和基準に規定するオープンスペースのうち、「ま

ちなかオープンスペースの認定等に関する基準」（以下、「基準」という。）を適用し、

宮崎市長（以下「市長」という。）が認定した建築物の敷地内の部分をいう。

（２） 土地の所有者 地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第 343 条第 1 項に規定する所有者

をいう。

（３） 法人等 法人その他の団体をいう。

（４） 役員等 取締役、執行役、理事、代表者その他いかなる名称を有するものであるかを問

わず、法人等の経営を行う役職にある者及び経営に実質的に関与している者をいう。

（まちなかオープンスペースの認定に係る排除等）

第３条 市長は、基準による認定を受けようとする、まちなかオープンスペースの土地の所有者

又はその相続人（以下、「土地の所有者等」という。）が次の各号のいずれかに該当すると認

めるときは、認定しない。

なお、土地の所有者が法人等である場合には、当該法人等の役員等をいう。

（１） 暴力団員であるとき

（２） 暴力団員であることを知りながら当該暴力団員を雇用し、又は使用しているとき

（３） 契約の相手方が暴力団員であることを知りながら当該暴力団員と商取引に係る契約を締

結しているとき

（４） 暴力団又は暴力団員に対して経済上の利益又は便益を供与しているとき

（５） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有しているとき

（誓約書兼同意書）

第４条 市長は、まちなかオープンスペースの認定のため、土地の所有者等に対し、暴力団関係

者ではないことを確認するため、「誓約書兼同意書」（別記様式）を提出するよう求めるもの

とする。なお、法人等である場合には、「法人役員に関する事項」を併せて提出するよう求め

るものとする。

（警察署への照会）

第５条 市長は、第３条に規定する措置を講ずるため必要があると認めるときは、土地の所有者

等又は法人等の役員等が第３条各号に該当するかどうかについて、協定書第４条に基づき管轄



する警察署に対しに照会するものとする。

（暴力団排除の周知）

第６条 市長は、本要綱に規定する事項について、必要な広報等を実施して土地の所有者等に周

知するよう努めるものとする。

（個人情報の管理）

第７条 市長は、第４条に規定する者から取得した個人情報を個人情報の保護に関する法律（平

成１５年法律第５７号）に基づき適正に管理し、排除措置以外の目的に利用してはならない。

（委任）

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。

附則

この要綱は、令和 6年 4月 1日から施行する。



様式第１号

誓約書兼同意書（個人用）

年 月 日

宮崎市長 殿

住 所

氏 名
（ふり がな）

性 別

生年月日 年 月 日

役 職

（役職は、団体用として提出する際に記入）

私は、私が宮崎市暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団関係者（暴力団員又は暴力団若しく

は暴力団員と密接な関係を有する者）に該当しないことを誓約します。

また、宮崎市暴力団排除条例に基づき、宮崎市が暴力団を利することのないことを確認するため、本

書に記載した私の個人情報を警察機関に提供されることに同意します。

注 この書面に記載された個人情報は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第 57号）に基づ
き取り扱うものとし、宮崎市が講じる暴力団排除措置以外の目的には使用しません。

対象固定資産が共有である場合は、共有者全員分を提出してください。



様式第２号

誓約書兼同意書（団体用）

年 月 日

宮崎市長 殿

住所又は所在地

商号又は名称

代表者名

当法人及び役員等は、宮崎市暴力団排除条例第２条第３号の暴力団関係者ではないことを誓約します。

また、本書の記載事項が事実と相違ないこと、本書を宮崎市に提出すること及び宮崎市暴力団排除条

例に基づき、宮崎市が暴力団を利することのないことを確認するため、本書に記載された個人情報を警

察機関へ提供することについて同意します。

注 ・この書面に記載された個人情報は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号に基づき取り扱うもの

とし、宮崎市が講じる暴力団排除措置以外の目的には使用しません。

・誓約書兼同意書（個人用）での提出も可能です。この場合、１枚目に本紙を付け、別紙として誓約書兼同意書（個

人用）を添付してください。

役 職 名 氏 名
ふりがな

性別 生年月日 同意年月日

男
・
女

明治・大正

昭和・平成

年 月 日

年 月 日

男
・
女

明治・大正

昭和・平成

年 月 日

年 月 日

男
・
女

明治・大正

昭和・平成

年 月 日
年 月 日

男
・
女

明治・大正

昭和・平成

年 月 日
年 月 日

男
・
女

明治・大正

昭和・平成

年 月 日
年 月 日

男
・
女

明治・大正

昭和・平成

年 月 日

年 月 日

男
・
女

明治・大正

昭和・平成

年 月 日

年 月 日

男
・
女

明治・大正

昭和・平成

年 月 日

年 月 日


